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セメント混合により改良した飽和軟弱粘性土の強度変形特性I
Mechanical Properties of Saturated Soft Clay Improved by Cement-Mixing
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1.ま　え　が　さ

軟弱な粘土地盤上に大型重量構造物を建設する場合

は,主に2つの方法によって,構造物を建設できるよう

にする.すなわち,地盤を改良せずに,鋼管杭などの構

造物基礎によって,上部構造物を支持するのが1つの方

法であり,もう1つは,軟弱粘性土地盤を改良強化して

しまう方法である.後者の方法として,従来とられてい

た方法としては,軟弱粘性土を必要なだけ取り去り,良

質な砂質土や磯などと置き換える方法(置換工法)や,

軟弱粘性土中に,砂杭を打ち込み(サンドドレーン,サ

ンドコンパクションパイル,パックドドレーン等の工

汰),または,紙や,高分子繊維からなる布を打ち込み(ペ

ーパードレーン工法),引き続き原地盤上に盛土をするこ

とにより先行荷重を加え,粘土の圧密を進行させ,粘土

の密度を増加させ強化させる工法がある.しかし,置換

工法では,軟弱粘性土の掘削時に海水汚濁が生ずること,

および,掘削土の捨場がなくなってきつつあること,ま

た,大量の良質砂が入手困難になりつつあること,さら

にこの工法には,改良水深,改良地盤深度に限界があり,

大型化した構造物の支持地盤としての改艮工法としては

不十分である等の限界が生じてきた.また,地盤を密度

化する工法でも,工期が長いこと,工事に伴う騒音･振

動が時として問題になること,砂の入手が困難になりつ

つあること,地盤の沈下が長期にわたって継続しうる等

の限界がある.これらの工法に代るものとして,運輸省

港湾技術研究所で考案された深層混合処理工法(Deep

Mixing Method, DMM工法)が,近年急速に行われだ

してきた.この工法は,生石灰,セメントスラリーなど

の硬化剤を,軟弱地盤内に注入してその場所で混合授拝

して,地盤を硬化しようとする工法である.この工法は,

直接的な工費が上記の存采の工法に比較すると高いとい

う欠点はあるが,上述のさまざまな問題点が生じないた

め,総合的な工費はむしろ低くなる場合が多くなってき
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ている.最近では,硬化剤としては,取り扱いがはるか

に容易であること,改良効果がより確実であること,原

料費には大差がないことなどの理由によって,生石灰よ

りも,セメントスラリーが用いられることが多いようで

ある,

深層混合処理工法によって,例えば深さ15m,幅20

m,長さ100mという大きな範囲の軟弱粘性土地盤が改

良される訳である.例えば,ある領域全体の軟弱粘性土

全体が改良されるブロック式深層混合処理の場合の設計

法を他の文献1),2)での記述を参考にしてまとめてみよ

う.

設計法は大別して次の2つに分けられる.

(1)改良地盤をケーソンのような地中構造物として

扱い,すべり出し･転倒に対する検討,改良地盤の下の

地盤支持力の検討･構造物内部の応力度が許容応力度よ

り小さいかの検討をする方法である.この方法は,改良

土域をマッシプなコンクリート構造物のように考える考

え方である.この方法では構造物内部の一部で応力が許

容応力を越えることも許さない方法であり,元来,脆性

的な物質に対して妥当な方法である.その上,後に述べ

るように,コンクリートに比べると許容応力度をきわめ

て小さくとっているため,｢現状ではかなりの安全側の考

え方｣2)となっている.この方法は｢構造物式設計法｣と

呼ばれることが多い.

(2)改良地盤を通常の土の地盤と同じように考える

方法である.実際でも一部での破壊で必ずしも全体の安

定を失うことにはならないから,全体の安定性を円弧す

べり安定計算法のような極限設計法で検討し,全体の安

定に対する安全率が1以上のある値であればよいとする

方法である.したがって, (1)の方法による安全率より

も通常大きな安全率を与える.現在の段階では, ｢構造物

式設計法｣が採用されることが多く,この方法による検

討で断面が決まる例は少ない.2)その理由は,改良土が脆

性的で残留強度が小さい物質であれば進行性破壊(pro･

gressivefailure)が生ずることになる.すなわち,全体

で同時にピーク強度を発揮することはないから,ピーク
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強度を用いてこの方法で設計すると,危険側の設計とな

るからである.したがって,現在の段階では, (1)の方

法を捨て,この方法による設計を全面的に採用するにい

たっていない.なお,この方法による設計法を｢地盤式

設計法｣と呼ぶことがある.

｢構造物式設計法｣で設計する場合,安定処理土の許

容応力度は次の方法で決めることが多い.2)

許容圧縮応力度

oca-‡aBr^qul　　　　　( 1 )

(1) Fは安全率であり常時は3,地震時は2とする

ことが多い.

(2) αは断面有効係数であり,混合処理機が残す未

処理部分やオーバーラップの際に残る部分の割合. 0.

7-0.9程度.

(3) βはオーバーラップ部の信頼度係数で0.5-0.

9程度.

(4) γは現場強度係数であり,マスコンクリートの

場合に準じ強度のばらつきを考慮して決める. 0.5-0.7

程度.

(5) )は現場強度の平均と室内配合試験の平均の比

であり1.0程度(文献1)ではO.5としている).

(6) qulは,室内配合試料の-軸強度の平均値

許容せん断応力度

･a-ICca　　　　　　( 2 )

許容引張応力度

oEa-0.15cTca　　　　　　　　　　　　　　　( 3 )

この場合は, crcaは,実にqulの約1/6 (常時)である.

このように割引率が非常に大きい理由は,

(1)原位置での強度のばらつきが大きいこと,

(2)セメント改良土は,非常に脆性的(brittle)であ

り,ピーク強度を発揮した後の変形の進行による強度の

減少が大きい(残留強度が非常に小さい),と考えられて

いること,

( 3)原位置の応力状態を再現した綿密な室内実験が

十分に行われておらず,その物性が十分に明らかになっ

ていないこと,等々のためであろう. ｢構造物式設計法｣

では,内部応力が許容応力(Cca, Ta,のa)を越さないよう

にセメント添加量,改良区域が決められるわけであるが,

一般に,安全すぎる設計になっていると思われているの

は,前に述べたとおりである.

また,上記(1), (2), (3)の理由に合わせて,一部

分の破壊と全体の安定の喪失の間のメカニズムが明らか

になっていないために, ｢地盤式設計法｣を全面的に採用

するようになっていない.一つの妥協案として考えられ

るのは,残留強度を用いた円弧すべり計算法での安定計

算法である.このようにすれば,進行性破壊を100%取

り入れた計算法となり,必ずしも危険側の設計にはなら

ない.ただ,通常の-軸試験で見られるようなほとんど

ゼロの残留強度特性が正しいとすれば,この安定計算法

は成り立たない.したがって,地盤内のように拘束があ

る状態での残留強度特性を正しく把握することがこの設

計法の前提となる.しかし,これまで,セメント改良土

の残留強度特性が十分に明らかになっているとは言い難

い.

拘束圧を全く用いない-軸試験よりも原位置の応力状

態をより忠実に再現していると考えられる三軸試験で,

セメント改良土の物性を調べた従来の研究3)･4)による

と, 1)三軸試験では,試料の排水条件によって著しく変

形,強度特性が変わること, 2)セメント添加率が低いほ

ど,拘束圧(圧密応力)が高いほど,コンクリート的よ

りも,土的な性質となってゆくことが明らかになってき

ている.本研究では,これらの研究を一歩進めて,以下

のことに目標を置いた.すなわち,普通ボルトランドセ

メントと粘性土を室内で接辞混合し固結させた試料を用

いて,

1)圧縮強度を求める方法として用いられている-軸試

験と,三軸試験によるセメント改艮土の変形･強度特性

の相違を明らかにし, -軸試験の限界を明らかにする.

特に, -軸試験では残留強度が非常に低いが,有効拘束

圧がある状態ではどうなるのかを調べる.

2)供試体のせん断中での排水条件(排水または非排水)

による強度,変形特性の相違を,有効応力の原理に従っ

て整理して統一的法則性を兄いだす.

3)セメントの添加量によって,上記のことが,どのよ

うに変わるかを調べる.

4)三軸試験による原位置の応力,ひずみ状態の再現性

はどの程度か,特に圧密の仕方の適切な方法について考

察する.セメント改良土は,セメンテーションにより強

化された部分と,粘性土のままである部分が複雑に混在

しており,セメンテーションの時間的進行と,圧密によ

るセメンテーションの破壊あるいは密度の増加,せん断

によるセメンテーションの破壊の問題が相互に絡み合っ

ている.したがって,原位置強度を求めるための適切な,

三軸試験法とは何かについて,考える必要があるものと

思われる.

5)内部に引張応力が発生する場合の強度特性(引張強

度特性も含む)は,三軸試験では調べられない.従来,

引張強度は,割裂試験で求められていたが,そのときの

供試体の状態は, -軸試験と同様に,拘束応力状態,排

水条件が,原位置の再現となっていないと思われる.そ
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こで新たに,供試体の応力状態,圧密条件,せん断時の

排水条件をかなり厳密に制御できる引張強度試験法を開

発し,引張応力が存在する場合の強度特性を調べる.

2.試験供試体の作製5)･6)

用いた粘土試料は,表1に示す物性を持つ海成粘土で

あり,沖積性海成軟弱粘土としては,典型的なものであ

る.通常このような粘土の地盤に深層混合処理工法が行

われることが多い,試料は含水比が自然含水比に近い値

である120%になるように純水を加えて練り返し, 2重

のビニール袋で密封して一週間以上放置して安定化させ

たものを用いた.硬化剤としては普通ボルトランドセメ

ントを用いて,表2のように配合した,実際の施工にお

いてはセメントはそのまま地盤中に送られるわけではな

く,水を加えてセメントスラリーの形でポンプで圧送さ

れる.ポンプの圧送能力から,セメントスラリーの水セ

メント比(lt,/C)は最低60%くらい必要であり,実際に

も, 100%くらいにしている例が多い.セメント添加率

aw-(セメント乾燥質量/粘土の乾燥質量)は実際に用い

られているauの値を参考にして決めた.この研究では,

awの値は8%, 10%, 14%, 20%の4種類に変化させた.

aw-8%と10%は実際の施工時における設計強度に対

応する比較的低強度の供試体を作るために採用し, aw-

14%と20%は,原位置での実際の改良土の強度に対応

する比較的高強度の供試体を作るために採用した.例え

ば,臥-120%, aw-10%のときのセメント改良土全体

に占めるセメントの重量比は,

(/1.･

1.0+lL･2+aw+aw･-牡
C

O.1

1+1.2+0.1+0.1×1

-0.04

である.体積比は,セメントの比重は3.15であるから

Gs-2.65とすると,

aJ3.15
1,01Gs+uJ,+aJ3.5+awIW/C

-0.021

であり,セメント改良土中に占めるセメントの量は大き

いものではない.混入処理中に,地盤中から水が抜け出

すことはほとんどないから,改良土は改良前と同様に非

常に間隙が大きいままである.このことは,セメント改

良土は後に示すようにせん断強度は非常に大きいのにも

かかわらず,せん断の圧縮性は非常に大きい(場合によ

っては正規圧密粘土よりも圧縮する)という,非常に特

異な性質をもたらしている.

表2に示す配合条件で,ソイルミキサーを用いて10分

間接搾混合し,内径5cm,高さ10cmのモールド内に3

義-1用いた海性粘性土の物理的性質

比重Gg �"緜R�

粒 皮 分 布 特 悼 俚ｹZ｢３��3.9 

シルト分(%) 田2���

粘土分(%) �32���

最大粒径(mm) �"���

60%粒径(mm) �������

10%粒径(mm) �����"�

均等係数Ue 釘絣�

二コ ンテ シン スシ 】 �I�ｸﾌ�､Wtﾂ�����100 

塑性限界wp(%) 鼎b�

塑性指数PI(%) 鉄B�

義-2　配合条件と試験条件

予備実験(- 冏ｸ��ﾋ�ぺ�(*��

軸試験のみ) �.h-(蓼�(韋ﾋ���

粘性土試料の初期含水比 wl(%) ��#��120 

セメント添加率 澱ﾃづ�Bﾂ�8,10,14,20 

aw(%) �#��

軸ひずみ速度ia(%/min) ���0.06 

注1)セメント改良土-粘性土試料+セメントペースト

注2)セメントペ-ストのセメント水比(C/W)-1.0(共通)

層に分けて詰めた.その際気泡の混入が最小限になるよ

ラ,また,試料内部が一様であるように,さらに,試料

間のばらつきがないように留意した.ビニール膜を試料

上面に被せ,室内で24時間養生した後,カッターナイフ

を用いて供試体の上端部を平滑に仕上げてから,モール

ドから試料を取り出し,内径5cm強のビニール袋に入

れ完全密封し, 18oC±3oCの水中で,所定の期間養生した

後実験に供した.実験を行う直前にも,供試体の上下端

が平滑で平行でない場合には再度カッターナイフで整形

した.

3.予備実験(一軸試験)

セメント改良土の全般的な概略的強度特性を把握する

ために,以下に示す一連の-軸試験を行った.図1は,

予備実験による-軸圧縮強度quと,セメント添加率azv

の関係を示すものである.この場合は,通常の場合と同

樵,端面の摩擦は除去していない.著しい特徴は,ある

限界以下のawの値では,セメント改良土はほとんど強

度がないが,それ以上のazvの値の増加に対しては,比例

的にquが増加することである.これはセメントがある

分量以上にならないと,セメンティングが有効に生じは
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図1セメント添加率awと-軸強度quの関係

じめなかったり,セメンテーションにより固化した部分

が連続的にならないためであろうと考えられる.また,

awが大きくなると-軸強度の増加率も小さくなるよう

であり,a比,がある程度大きくなると上限値になってゆく

ものと思われる.図2は,材令による-軸強度の増加の

様子を示したものである.コンクリートの場合と似て,

強度は少なくとも材令10週程度までは材令の対数にほ

ぼ比例して増加しているのが分かる.したがって,材令

が長いほど1日あたりの強度増加率は小さい.後に示す

実験は,主に, 1日あたりの強度変化の小さくなった材

令27日～29日で行った.
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